


本調査の結果から医療機関における生活支援だけでなく、経済的支援や就労支援など親

が安心して付き添える環境や制度の整備はほとんど行われていないことが明らかになりま

した。また、親の付き添いが「労力提供型の付き添い」になっていることも明白となり、保

険医療機関において「看護要員による看護を代替し、又は看護要員の看護力を補充するよう

なことがあってはならない」とされる現行制度の看護に係る規定が徹底されていないこと

が推測されました。さらに、付き添い者（親）が長時間にわたって子どものケアや世話を行

うことが常態化していることにより、小児医療のアウトカム（治療効果）が著しく低下し、

入院児の安全・安心が脅かされる状況になっていることも強く懸念されました。 

これらの現状は決して看過することのできない重大な問題です。病気の子どもの権利を

保障することを医療者・医療機関のみならず、社会全体で共有・認識し、親が安心して付き

添える環境・制度を社会的に整備していくために、小児医療の質を担保し入院児の安全・安

心を保障するために、そして親の人権と尊厳を守るうえでも「労力提供型の付き添い」から

親を解放することに向けて、こども家庭庁と厚生労働省が緊密に連携・協力し、即刻、以下

の対策に取り組んでいただくことを、小児患者・家族の総意として強く要望いたします。 

 

記 

 
1． 親が安心して入院中の子どもに付き添えるようにするには、医療機関における生活支援

の充実が不可欠です。なかでも食事・睡眠への支援は大多数の親が望んでおり、最も優

先されるべき生活支援です。また、24 時間体制の見守りにより抑うつ状態など精神的ダ

メージを被っている人が多く、早急の対策が必要です。さらに二重生活に対する経済的

支援も欠かせません。泊まり込んで看病するために離職に追い込まれる親も少なくなく、

子の看護・介護休暇制度の充実、仕事を再開する際の就労支援も必須です。医療機関・

行政・企業・NPO 団体等が緊密に連携・協力し、多方面から入院時の付き添い環境を改

善できるよう、こども家庭庁は厚生労働省と協力しながらこれらの取り組みを推進して

ください。 

 

2．当団体では、本調査の結果を踏まえ、親の付き添いが「労力提供型の付き添い」である

ことが明らかになったと考えています。しかしながら、医療者・医療機関が親に子どもの

世話やケアをさせているのは他の目的（自宅に戻ってから親が医療的ケアを行えるよう

にするための訓練など）があるのかもしれません。また、夜間の看護配置をはじめ、慢性

的な看護師不足、混合病棟の増加などにより現行制度の看護に係る規定が徹底できない

医療機関のやむを得ない事情もあると考えます。これらの点を含め、こども家庭庁と厚生

労働省は協力し、小児患者・家族の意見も聞いたうえで小児医療関係者と緊密に連携し、

医療機関における小児の付き添いの実態把握を行ってください。そして、小児医療現場で

現行制度の看護に係る規定が徹底されない原因・理由について解明してください。 



3．2022年 8月、中央社会保険医療協議会総会では厚生労働省が実施した「入院患者家族等

による付添いに関する実態調査概要」をもとに付き添い状況について協議が行われまし

た。しかし、調査の回答率の低さなどを理由に具体的な対策が見送られています。小児患

者・家族は、国のこの対応を大変遺憾に思っています。本調査および 2 で要望した医療機

関における小児の付き添いの実態把握を踏まえ、中央社会保険医療協議会等において現

行制度の看護に係る規定が徹底されるよう具体的な改善策を再検討してください。 

 

4.入院時の付き添い環境の改善に向けた検討会を立ち上げてください。検討にあたっては、

入院中の子どもがいつでも親と一緒に過ごせる入院環境と親の人権や尊厳を保障する付

き添いの仕組みとするために、小児患者・家族の多数の意見を取りまとめて代弁できる複

数の当事者団体、および子の権利・親の人権の観点から意見を述べる第 3者的な専門家を

委員として必ず参加させてください。 

 
以上 


